
 

 

令和５年度上半期 松山市公営企業の業務状況 

 

● 水 道 事 業 会 計  

６月分から新料金が適用され、水道料金収入は前年度と比べ増加 

① 水 道 料 金 収 入   ４０億７,７０５万円（税抜） （対 前年度 ＋２億８,９６８万円  ＋７.６％） 

② 有 収 水 量  ２,３１２万３千ｍ３ （対 前年度 ▲４３万２千ｍ３  ▲１.８％） 

③ 企 業 債 残 高  １４１億７,０３０万円 （対 前年度 ＋１０億９,１７７万円  ＋８.３％） 

「水道ビジョンまつやま２０１９」に基づき、地震で被災すると影響が大きい水道管の耐震化や、救護所に 

なる市立小学校・中学校への給水ルート確保など、「災害に強い施設の構築」に向け企業債を活用しながら

最優先に取り組んでいます。 

 

 

● 簡易水道事業会計 

① 簡易水道料金収入  ３,１６０万円（税抜） （対 前年度 ▲１３９万円  ▲４.２％） 

② 有 収 水 量  ９万２,３８１ｍ３ （対 前年度 ▲４,８１０ｍ３ ▲４.９％） 

③ 企 業 債 残 高  ４億３,５５２万円 （対 前年度 ▲１,８５７万円  ▲４.１％） 

 

 

● 工業用水道事業会計 

① 工業用水道料金収入  ２億 7,７０２万円（税抜） （責任水量制のため前年度と同額） 

② 企 業 債 残 高  ９億９,２７５万円 （対 前年度 ▲３,７３４万円  ▲３.６％） 

 

 

● 下水道事業会計 

人口減少などの影響で使用水量が減少し、下水道使用料収入は前年度と比べ減少 

① 下水道使用料収入  ２９億８,５０９万円（税抜） （対 前年度 ▲2,７６０万円  ▲０.９％） 

② 有 収 水 量  １,６６８万４千ｍ３ （対 前年度 ▲２２万３千ｍ３ ▲１.３％） 

③ 企 業 債 残 高  １,０７１億７,９９４万円 （対 前年度 ▲２９億６,４８３万円 ▲２.７％） 

 

国の方針で平成初期の１０年間で、約２千億円を集中的に設備投資しました。普及率が飛躍的に上がった

一方、その財源で企業債を活用したため企業債残高も増加していたものの、経営健全化の一つで借入を

抑制し、１６年連続で減少しています。 


